まず、さまざまな要素に関わってくる人口について述べていこうと思う。人口、つまり人の数という要素において関西は関東に大きく遅れをとっている。表1は2000年から2005年にかけての都道府県別の人口を示している。これを見ると関西の人口全体的には増加をしているものの、その増加率は微々たるものである。これに対して東京や神奈川などは非常に大きな増加率となっている。また2006年になると、関西は滋賀県の9千人増を除き軒並み減少傾向になった。対して、関東に目を向けると東京は8万人以上、神奈川は4万人近く埼玉や千葉も2万人近く増で、中心地は全て人口を増やしている。関東への人口の集中が浮き彫りとなる結果が出ているのである。この傾向は都道府県別の人口移動数を見ても明らかである。表２を見ると大阪圏だけが転出超過の傾向が顕著であることがわかる。東京や愛知は2000年以降、順調に転入超過を続けているのにも関わらず、大阪は2000年以降一貫して転出超過である。この状況の原因として、やはり東京への本社移転が挙げられる。これについては後に詳しく述べていくが、大阪府内に本社を置く資本金100億円以上の大企業は2000年から2004年にかけて30社以上減少してしまっていることが大きな理由であると考えられる
人口という量の部分だけでなく、いわば質といえる年齢構成の面でも考察していこう。関西の人口の集約地である大阪において平成18年の25～44歳の階級いわゆる「働き盛り」層は253万人で大阪の総人口の約29％にあたり、全国の割合よりは高いものの、関東の集約地である東京(32％)と比べると低い状況にある。また、労働力として計算できる15～64歳層でもほぼ同様の結果が出ている(表３)。対して65歳以上の割合は、関西全体で考えるとおよそ全国と同じような割合となっており、東京ともそれほど大きな差はない。関西は現状では高齢化は問題となっていないと言えるだろう。むしろ関西は若い子どもの世代が多い。同じく表３によると、関西の15歳未満の割合は全国よりも高い価を示している。つまり関西は未来に向けて重要となる世代が多いのである。とはいえ、上記の転出超過の問題が存在する。2007年版関西経済白書によると、関西出身者の中でも特に働き盛り層は東京に転出しているという旨の記述もある。さらに全国的に問題となっている高齢化の問題は関西も直撃する。現状ではその問題はあまり見えてこないのだが、将来的にはそれが浮き彫りとなる。グラフ１は2006年と2030年の大阪の年齢別人口構成を比べてものであるが、これによると高齢者といえる65歳以上の割合が圧倒的に増えるであろうことが分かる。また、15歳未満人口の減少率は全国水準の36.4％よりも高い38.9％となっている。労働力を得ることが難しくなるのである。この状況が続くとなると人々はより安定した生活を求め、東京など関東に移り住むことになるだろう。この現象が起きたとき、移動しやすい労働者層が転出していくので、関西に高齢者しか残らないということにもなりかねない。よって人口面において、早急な対策が必要不可欠である。
	【表1】都道府県別人口（統計局より）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千人

	　
	2000
	2005
	増加率
	　
	2000
	2005
	増加率

	大阪
	8,805
	8,817
	0.14%
	東京
	12,064
	12,577
	4.25%

	兵庫
	5,551
	5,591
	0.72%
	神奈川
	8,490
	8,792
	3.56%

	京都
	2,644
	2,648
	0.15%
	埼玉
	6,938
	7,054
	1.67%

	奈良
	1,443
	1,421
	-1.52%
	千葉
	5,926
	6,056
	2.19%

	滋賀
	1,343
	1,380
	2.76%
	茨城
	2,986
	2,975
	-0.37%

	和歌山
	1,070
	1,036
	-3.18%
	群馬
	2,025
	2,024
	-0.05%

	福井
	829
	822
	-0.84%
	栃木
	2,005
	2,017
	0.60%

	
	
	
	　
	山梨
	888
	885
	-0.34%

	資料：総務省統計局統計調査部国政統計課「国勢調査報告」「人口推計年報」


	【表2】都道府県別人口移動数（統計局より）
	単位：人

	　
	転入超過数（- は転出超過）
	　

	　
	1995
	2000
	2005
	2006

	埼玉
	22,000
	4,222
	-240
	7,708

	千葉
	8,128
	9,616
	6,117
	12,398

	東京
	-32,537
	54,920
	86,562
	90,079

	神奈川
	-2,593
	19,237
	22,249
	21,848

	岐阜
	163
	-3,223
	-3,660
	-3,735

	愛知
	-1,907
	1,660
	19,258
	20,999

	三重
	4,628
	-578
	-586
	610

	京都
	1,035
	-5,003
	-2,221
	-2,790

	大阪
	11,748
	-26,654
	-8,756
	-6,353

	兵庫
	-59,626
	2,310
	847
	98

	（資料：総務省統計局統計調査部国勢統計課          「住民基本台帳人口移動年報」）
	　


	【表3】年齢層別人口構成(平成18年)
	単位：千人

	　
	総人口
	25～44歳
	15～64歳
	65歳以上
	15歳未満

	　
	
	人口
	割合
	人口
	割合
	人口
	割合
	人口
	割合

	全国
	127,769
	34,912
	27.3%
	83,730
	65.5%
	26,604
	20.8%
	17,435
	13.6%

	東京
	12,658
	4,093
	32.3%
	8,776
	69.3%
	2,415
	19.1%
	1,467
	11.6%

	大阪
	8,813
	2,537
	28.8%
	5,870
	66.6%
	1,725
	19.6%
	1,218
	13.8%

	兵庫
	5,592
	1,517
	27.1%
	3,647
	65.2%
	1,155
	20.7%
	790
	14.1%

	京都
	2,643
	715
	27.1%
	1,743
	65.9%
	552
	20.9%
	348
	13.2%

	奈良
	1,414
	364
	25.7%
	925
	65.4%
	295
	20.9%
	194
	13.7%

	滋賀
	1,390
	385
	27.7%
	919
	66.1%
	258
	18.6%
	213
	15.3%

	和歌山
	1,030
	245
	23.8%
	636
	61.7%
	255
	24.8%
	139
	13.5%

	福井
	818
	205
	25.1%
	510
	62.3%
	189
	23.1%
	119
	14.5%

	資料　総務省統計局統計調査部国勢統計課「人口推計年報」
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統計局より作成






